
農業者向け「パソコン講座」の開催について
○講座の日時
　①平成31年1月28日（月）午前10時～
　②平成31年2月  4日（月）午前10時～
　③平成31年2月18日（月）午前10時～
　④平成31年2月25日（月）午前10時～
　以上、それぞれ90分程度の4日間のカリキュラム
○講座場所
　南阿蘇村役場　1階東会議室
　（南阿蘇村河陽1705-1）
○申込方法
　村のホームページから申込書をダウンロードして
FAX（67）0115へ送っていただくか、農政課の窓口
で受付しています。
　なお、大変申し訳ござい
ませんが、募集人数に到達
し次第、締め切りとさせて
いただきます。

〈問い合わせ〉南阿蘇村認定農業者の会事務局（農政課 農政係）
e-mail：nosei1@vill.minamiaso.lg.jp　℡（67）2706　FAX（67）0115

償却資産の対象となる主な資産の例

〈構築物〉
●駐車場・道路の舗装、広告用看板、門、塀、庭園、ガス・石油タンク、その他土地に定着

した土木設備など
●プレハブなどの建物で基礎がないものまたは基礎がブロック単体・木杭などで簡易な建物

〈建物付属設備〉
　受変電設備、ネオンサイン、スポットライト、屋外照明設備、屋外水道管、屋外排水管、

生産事業（製造・加工など）の工程上必要な設備など（ボイラー、動力配線、配管など）
※賃借人がその事業のために取り付けた内装・造作、建築設備などについては、賃借人が償

却資産として申告していただくことになります。

電動カッターなどの工具、電圧計、陳列ケース、金庫、応接セット、パソコン、エアコン、テレビ、
冷蔵庫、その他の業務用備品、自動販売機など

大型特殊自動車、その他運搬車（自動車税・軽自動車税の対象となるものは申告対象外です。）

飛行機、ヘリコプター、グライダーなど

漁船、一般船舶、作業船、ボートなど

工作機械、木工機械、印刷機械、食品製造加工機械、モーター、ポンプ類などの汎用機械類、
その他各種産業用機械および装置など
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搬
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。
こ

れ
ら
の
償
却
資
産
を
所
有
し
て
い

る
人
は
、
毎
年
1
月
1
日
現
在
の

所
有
状
況
を
1
月
31
日
ま
で
に
当

該
償
却
資
産
の
所
在
地
の
市
町
村

長
に
申
告
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん（
地
方
税
法
第
3
8
3
条
）。

　
課
税
に
つ
い
て
は
、
申
告
し
た

償
却
資
産
の
評
価
額
の
合
計
を
課

税
標
準
額
と
し
、
土
地
家
屋
と
合

わ
せ
た
う
え
、「
固
定
資
産
税
」と
し

て
毎
年
5
月
に
通
知
し
ま
す
。
償

却
資
産
の
課
税
標
準
額
が
1
5
0

万
円
未
満
の
場
合
は
課
税
さ
れ
ま

せ
ん
が
、
必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

※
申
告
書
様
式
は
送
付
し
ま
す
。

税
務
課
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

■
申
告
す
る
償
却
資
産

①
所
得
税
の
所
得
計
算
上
、
減
価

償
却
の
対
象
と
な
る
も
の（
所
得

税
お
よ
び
住
民
税
の
申
告
で
必

要
経
費
の
中
で
減
価
償
却
と
し

て
掲
げ
て
い
る
も
の
）

②
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船舶

機械および装置

航空機

車両および運搬具

工具、器具および備品
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成
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を
行

い
ま
す
。
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年
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、
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て
お
り
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ュ
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。
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。
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平
成
31
年
か
ら
、
農
業
経
営
全
体
を
対
象
と
し
た「
収
入
保
険
」が

ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。

　
こ
の
新
し
い
保
険
は
、
全
て
の
農
産
物
を
対
象（
一
部
の
農
産
物

は
除
く
）に
、
自
然
災
害
に
加
え
て
農
産
物
の
価
格
低
下
な
ど
も
含

め
た
収
入
減
少
を
補
填
す
る
制
度
で
す
が
、
収
入
保
険
へ
の
加
入
要

件
と
し
て「
青
色
申
告
」を
1
年
以
上
行
っ
て
い
る
農
業
者
が
対
象
と

な
っ
て
お
り
、
現
在
、
青
色
申
告
を
行
っ
て
い
な
い
農
業
者
で
、
同

保
険
へ
加
入
す
る
た
め
に
は
、
最
寄
り
の
税
務
署
へ
青
色
申
告
承
認

申
請
書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
青
色
申
告
へ
の
切
り
替
え

に
は
、
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帳
の
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可
欠
で
す
。

　
こ
の
パ
ソ
コ
ン
講
座
は
、
農
業
簿
記
に
も
役
立
つ「
エ
ク
セ
ル
」の

基
礎
的
な
操
作
〜
中
級
程
度
の
内
容
を
学
習
し
ま
す
。
ご
自
身
で
管

理
し
て
い
く
中
で
覚
え
て
お
く
と
便
利
な
機
能
や
関
数
に
つ
い
て
ご

紹
介
し
て
い
き
ま
す
。

　
参
加
費
は
無
料
で
す
が
、
パ
ソ
コ
ン
の
数
に
限
り
が
あ
る
た
め
、

早
め
の
お
申
し
込
み
を
お
願
い
し
ま
す
。

〈問い合わせ〉熊本県農林水産政策課　℡096（333）2422

熊本県水とみどりの森づくり税
～豊かな森林を次の世代へ～
　熊本県では、平成17年度から「熊本県水とみどりの森づくり税」（年間個人500
円、法人千円～4万円）を活用し、水を蓄え、災害を防止するなどの森林の公益
的機能の向上を図り、森林を元気な姿にするための取組を展開しています。
　皆様のご理解とご協力をお願いします。

熊本県水とみどりの森づくり税 検索
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